
第4節 日本への理解と信頼の促進に向けた取組

	1	 戦略的な対外発信

（1）戦略的対外発信の取組
自由で開かれた安定的な国際秩序が重大な挑

戦に晒
さら

され、また、日本が戦後最も厳しく複雑
な安全保障環境に直面していることを踏まえ、
日本の外交政策・国際情勢認識の対外発信は一
層重要性を増している。外務省では、対外発信
の最前線である在外公館の体制強化を図りつ
つ、（1）日本の政策や取組、立場の発信に一
層力を入れ、（2）日本の多様な魅力の発信及
び（3）親日派・知日派の育成を推進するとい
う3本柱に基づいて戦略的に対外発信を実施し
ている。日本の政策や取組、立場の発信につい
ては、主に国際社会の平和と安定及び繁栄や法
の支配に基づく国際秩序の維持・強化に対する
日本の貢献への理解、歴史認識や領土・主権の
問題に対する理解の促進などを念頭に取り組ん
でいる。具体的には、まず、総理大臣や外務大
臣を始め政府関係者が、記者会見やインタ
ビュー、寄稿、外国訪問先及び国際会議でのス
ピーチなどで積極的に日本の立場や考え方につ
いて発信に努めている。また、在外公館におい
ても、歴史認識や領土・主権を始め幅広い分野
で、日本の立場や考え方について各国政府・国
民及びメディアに対する発信に努めている。ま
た、事実誤認に基づく報道が海外メディアに
よって行われた場合には、速やかに在外公館や
本省から客観的な事実に基づく申入れや反論投
稿を実施し、正確な事実関係と理解に基づく報
道がなされるよう努めている。加えて、政策広
報動画などの広報資料を作成し様々な形で活用
しているほか、外務省ホームページやソーシャ
ルメディアを通じたオンラインでの情報発信に
も積極的に取り組んでいる。また、日本の基本

的立場や考え方への理解を得る上で、有識者や
シンクタンクなどとの連携を強化していくこと
も重要である。こうした認識の下、外務省は海
外から発信力のある有識者やメディア関係者を
日本に招へいし、政府関係者などとの意見交換
や各地の視察、取材支援などを実施している。
さらに、日本人有識者の海外への派遣を実施し
ているほか、海外の研究機関などによる日本関
連のセミナー開催の支援を強化している。

2022年は、ロシアによるウクライナ侵略に
よって国際秩序が大きな挑戦を受ける一方、気
候変動を始めとする地球規模課題への対応とし
て国際社会の協力が強く求められる複雑な状況
となった。そうした中、外務省は様々な外交機
会や取組を通じ、法の支配に基づく国際秩序の
維持・強化や地球規模課題への日本の基本的考
えや取組について重点的に発信した。また、偽
情報などの拡散を含め、認知領域における情報
戦に対応するため情報部門と広報・政策部門の
連携を行うなど、体制の強化を図った。12月
に閣議決定された国家安全保障戦略においても
偽情報などへの対応の重要性が強調された。

そのほか、海外の研究機関などとの連携事業

政策広報動画「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」
（英語）（2022年3月17日からYouTube外務省チャ
ンネルで公開）
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や招へい・派遣事業を中心に、オンライン形式
のセミナー（ウェビナー）や交流事業など、人
の往来を伴わずに実施可能な取組を継続した。
また国際的な人の往来を伴う事業が再開される
中で、対面とオンライン双方の形式を活用し事
業を実施した。

さらに、いわゆる慰安婦問題を始めとする歴
史認識、日本の領土・主権をめぐる諸問題など
についても、様々な機会・ツールを活用した戦
略的な発信に努めている。また、一部で旭

きょく
日
じつ

旗について事実に基づかない批判が見られるこ
とから、外務省ホームページに旭日旗に関する
説明資料や動画を多言語で掲載するなど、旭日
旗に関する正しい情報について、国際社会の理
解が得られるよう様々な形で説明している1。

日本の多様な魅力の発信については、対日理
解を促進し親日感を醸成するという観点から、
また、新型コロナウイルス感染症（以下「新型
コロナ」という。）収束後の訪日観光促進にも
つなげるため、在外公館を中心に様々な広報文
化事業を実施している。世界各地の在外公館や
国際交流基金による文化事業及び第15回日本
国際漫画賞を実施し、日本各地の魅力をソー
シャルメディアなども通じて積極的に発信し
た。国際的な人の往来を伴う事業が徐々に再開
される中、世界各地の状況に合わせて、文化を
通じた日本と世界のつながりを維持し、更に発
展させていくため、対面とオンライン双方の形
式を活用して事業を実施した。また、国内外の
関係者と協力し、世界の有形・無形の文化遺産
の保護への取組と、日本の文化・自然遺産の

「世界遺産一覧表」及び「人類の無形文化遺産
の代表的な一覧表」への記載を推進した。親日
派・知日派の育成については、人的・知的交流
や日本語の普及に努め、「対日理解促進交流プ
ログラム」を通じた日本と諸外国・地域間の青

1	 旭日旗に関する説明資料については外務省ホームページ参照：
	 （1）https://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/rp/page22_003194.html
	 （2）動画リンク：https://www.youtube.com/watch?v=Oaehixu4Iuk
	 『伝統文化としての旭日旗』（2021年10月8日からYouTube外務省チャンネルで公開）

年交流、世界の主要国の大学・研究機関での日
本研究支援を進めている。外交政策や国益の実
現に資するため、前述の3本の柱に基づく取組
を引き続き戦略的かつ効果的に実施していく。

（2）ジャパン・ハウス
外務省は、日本の多様な魅力や政策・取組・

立場の発信を通じ、これまで必ずしも日本に関
心がなかった人々を含む幅広い層をひき付け、
親日派・知日派の裾野を一層拡大することを目
的に、サンパウロ（ブラジル）、ロンドン（英
国）及びロサンゼルス（米国）の3都市に戦略
的対外発信拠点「ジャパン・ハウス」を設置し
ている。

本活動を行うに当たっては、（1）政府、民
間企業、地方公共団体などが連携してオール
ジャパンで発信すること、（2）現地のニーズ
を踏まえること及び（3）日本に関する様々な
情報がまとめて入手できるワンストップ・サー
ビスを提供することで、効果的な発信に努めて
いる。

ジャパン・ハウスは、「日本を知る衝撃を世
界へ」を標語として、各拠点が独自に企画する

「現地企画展」に加え、日本で広く公募し、専
門家による選定を経て3拠点を巡回する「巡回
企画展」を開催し、現地・日本双方の専門家の
知見をいかした質の高い企画を実施している。
また、展示のみならず、講演、セミナー、ワー
クショップ、ウェビナー、図書スペース、ホー
ムページ・SNS、物販、飲食、カフェなどを
活用し、伝統文化・芸術、ハイテクノロジー、
自然、建築、食、デザインを含む日本の多様な
魅力や政策・取組・立場を発信している。現
在、一部展示の他都市や近隣国での開催も進め
ているほか、新型コロナの感染拡大以降は、オ
ンライン発信を一層強化し、対面とオンライン

（1） （2）
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を駆使したハイブリッド方式での発信も展開す
るなど、新たな訴求対象の獲得にも積極的に取
り組んでいる。2022年末には、3拠点の累計
来館者数が470万人を超え、各都市の主要文
化施設として定着しつつある。

（3）諸外国における日本についての論調と海
外メディアへの発信

2022年の海外メディアによる日本に関する
報道については、ウクライナ情勢への対応、バ
イデン大統領の訪日及び日米豪印首脳会合、第
8回アフリカ開発会議（TICAD 8）、日中関係、
日韓関係、北朝鮮への対応などの外交面に加
え、故安倍晋三国葬儀、新型コロナに係る水際
対策、防衛力強化、エネルギー政策、為替変動
などに関心が集まった。

外務省は、日本の政策・取組・立場について
国際社会からの理解と支持を得るため、海外メ
ディアに対して迅速かつ積極的に情報提供や取
材協力を行っている。海外メディアを通じた対
外発信としては、総理大臣・外務大臣へのイン
タビュー、外務大臣による定例の記者会見（オ
ンラインでも日本語・英語のライブ配信を実
施）、ブリーフィング、プレスリリース、プレ
スツアーなどによる在京特派員への取材機会・
情報提供を行っており、外交日程を踏まえて、
時宜を得た発信を行うことにより、戦略的かつ
効果的な対外発信となるよう努めている。

2022年は対面外交の再開に伴い、岸田総理
大臣や林外務大臣は積極的に外国を訪問し、寄
稿・インタビューを通じて海外メディアに発信
した。例えば、8月のTICAD 8の開催に際して
は、岸田総理大臣及び林外務大臣は開催国であ
るチュニジアの主要メディアを始めとする複数
紙に寄稿し、今後もアフリカ自らが主導する持
続可能な開発のために貢献していくと発信した。
また、10月には岸田総理大臣がフィナンシャ
ル・タイムズ紙のインタビューに応じ、防衛力

強化の必要性を訴えるなど、外遊などの機会以
外にも適時をとらえ積極的な発信に努めた。

このような形で、2022年には、総理大臣の
寄稿・インタビューを計15件、外務大臣の寄
稿・インタビューを計17件実施し、外務報道
官などによる海外メディアに対する発信、総理
大臣及び外務大臣の外国訪問に際する、現地外
国メディアへの記者ブリーフィングを随時実施
した。海外メディアの招へい事業については、
水際措置の状況に応じて、訪日を伴う招へい及
びオンライン形式での取材を並行して実施し
た。2022年は、26件の招へい案件を実施し

（うち、訪日を伴う招へいは6件、オンライン
形式での取材は20件）、延べ137か国から231
人以上の記者の参加を得た。

（4）インターネットを通じた情報発信
インターネット上のメディアが活発に利用さ

れるようになってきていることも踏まえ、外務
省は、日本の外交政策に関する国内外の理解と
支持を一層増進するため、外務省ホームページ
やソーシャルメディアなどインターネットを通
じた情報発信にも積極的に取り組んでいる。
2022年は、ウクライナ情勢に関する情報発信
のほか、外務大臣の定例記者会見のライブ配信

（日本語・英語）、国際会議におけるビデオメッ
セージの掲載など、オンラインでの情報発信を
積極的に行った。

また、外務省ホームページ（英語）を、広報
文化外交の重要なツールと位置付け、領土・主
権、歴史認識、安全保障などを含む日本の外交
政策や国際情勢に関する日本の立場、さらには
日本の多様な魅力などについて英語での情報発
信の強化に努めてしている。さらに、海外の日
本国大使館、総領事館及び政府代表部のホーム
ページやソーシャルメディアを通じ、現地語で
の情報発信を行っている（301ページ　コラム
参照）。
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ソーシャルメディアを通じた開かれた外交
駐サウジアラビア特命全権大使　岩井文男

外交活動におけるソフト・パワーについて、ソーシャルメディアの活用が効果的であるといわれて久し
く、外務省でもインターネット上で文化、スポーツ、観光などの情報発信に積極的に取り組んでいます。
私がソーシャルメディアの世界に足を踏み入れたのは、2015年に駐イラク日本大使として首都バグ

ダッドに赴任した時に、当時の治安状況などの止
や
むを得ぬ事情によりフェイスブックのアカウントを開設

したことがきっかけでした。その経験を踏まえて、2021年2月にサウジアラビアに赴任した時には、サ
ウジアラビアではツイッターのユーザーが多いことから、首都リヤドに着いた翌日にツイッターのアカウ
ントを開設して「呟

つぶや
き」始め、これまでにおよそ9万7,000人（注）のフォロワーを集めるに至りました。

日本とサウジアラビアの二国間関係は、サウジアラビアからの石油輸入に対して日本の自動車などの
製品輸出といった経済分野での結び付きが深く、昨今の世界的な日本アニメ・マンガ人気の中で日本
ファンも多いのですが、そのほかの日本の文化や社会についてはあまり知られていないのが実情です。
したがって、私のツイートでは、大使としての外交活動に加えて、日本の気候や文化、時に自分の家族
のことなどを交えて、様々なテーマで「呟く」ことにしています。
そして、私がツイートする時に心がけていることは、現地語であるアラビア語で発信すること、発信

後に寄せられるコメントを一つ一つ読み、必要な時には返信し、フォロワーと理解し合うことです。外
交官は、ともすれば特別な存在と思われがちですが、こうした交流を通して彼らと共にあることを目指
しているのです。コメントの中で、私のツイートで日本の
ことを知った、日本に親しみを覚えるようになったという
メッセージや、ひいては日本に行ってみたいと言ってくれ
る方もあり、サウジの人々の日本への親近感が高まってい
ることを実感しています。
また、丹念にコメントを読む中で、サウジアラビアの

人々の関心の在りどころや価値観に触れることは、赴任国
の社会を知る上で重要でもあります。家族関係やサッカー
のツイートには多くの温かいコメントをいただくことから、
サウジアラビアの人々が家族を大切にしていてサッカーが
好きということがよく分かります。また、ある時には、個
人的な素朴な疑問をツイートで投げかけたところ、それに
対する反論コメントや、さらにそのコメントに対する反論
が重なり、ツイッター上で一大議論が巻き起こったことが
ありました。思わずサウジアラビア社会の虎の尾を踏んで
しまったというところでしょうか。
このように、ツイッターを通じた発信に加えて、コメン

ト上で市民と対話をしていくことで相互理解が深まり、日
本の認知度向上や親日感情の醸成に寄与していると実感で
きることは、大使として嬉

うれ
しく思います。ソフト・パワー

の目的を、「人々の意識の根底に、いざという時に日本に
賛同してくれる思いを根付かせるもの」と捉えると、ソー
シャルメディアを活用した外交活動の可能性はまだまだ広
く、追求しがいがあるのではないでしょうか。

（注）2022年12月末時点

コラム

カシーム州のデーツ（なつめやし）祭りでの交流
（筆者右端）（8月）

地方出張中に、サウジアラビア式に手で食す様子を
動画発信。34万回再生

（5月、サウジアラビア・ナジュラーン）
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	2	 文化・スポーツ・観光

（1）概要
日本文化がきっかけとなって日本に関心を持

つ外国人は大変多い。外務省及び国際交流基金
は、諸外国で良好な対日イメージを形成し、日
本全体のブランド価値を高めた。また、対日理
解を促し、親日派・知日派を育成し、新型コロ
ナ収束後の訪日観光客を増やすため、海外での
日本文化の紹介や、スポーツ、観光促進を通じ
た様々な事業を行っている。例えば、「在外公
館文化事業」では、茶道、華道、武道などの日
本の伝統文化やアニメ、マンガ、ファッション
といった日本の現代文化、日本の食文化など日
本の魅力を幅広く紹介している。2022年も引
き続き、新型コロナの流行により、集客を伴う
事業の実施は困難であったが、各在外公館で
は、オンラインでの発信も活用し、多数の事業
を実施した。
「日本ブランド発信事業」では、日本の国家

ブランドを確立し、世界における日本のプレゼ
ンスを強化するため、様々な分野の専門家を海
外に派遣し、講演会や実演、ワークショップな
どを通じて日本の経験・英知が結集された優れ
た文物を発信してきている。新型コロナの感染
拡大に伴い、専門家の海外派遣は困難な状況が
続いていることを踏まえ、オンライン形態によ
る事業も取り入れながら日本の魅力を発信し
た。今後、オンラインや動画配信などのツール
も活用し、引き続き日本の多様な魅力や強みの
発信に努めていく。

また、2021年に開催された2020年東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会（以下

「2020年東京大会」という。）のレガシーを継
承するため、外務省は、「Sport for Tomorrow

（SFT）」プログラムの一環として、各国での
様々なスポーツ交流・スポーツ促進支援事業、
国際協力機構（JICA）海外協力隊によるスポー
ツ指導者の派遣、文化無償資金協力を活用した

スポーツ器材の供与や施設の整備を実施した。
さらに、これらの取組を外務省「MofaJapan
×SPORTS」と題するツイッターを通じて内
外に発信した。

次世代の親日層・知日層の構築や日本研究を
通じた対日理解促進のため、外務省は、在外公
館を通じて、日本への留学機会の広報や元留学
生とのネットワーク作り、地方自治体などに外
国青年を招へいする「JETプログラム」への協
力、アジアや米国などとの青年交流事業や社会
人を招へいする交流事業、日本研究支援などを
実施している。

海外における日本語の普及は、日本との交流
の担い手を育て、対日理解を深め、諸外国との
友好関係の基盤となるものである。また、2019
年6月には「日本語教育の推進に関する法律」
が公布・施行され、2020年6月には「日本語
教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に
推進するための基本的な方針」（閣議決定）が
策定されるなど、日本語教育の重要性はますま
す高まってきている。外務省は、国際交流基金
を通じて、日本語専門家の海外への派遣、海外
の日本語教師に対する研修、日本語教材の開発
などを行っている。また、日本における労働力
不足を背景にして、2019年4月から在留資格

「特定技能」による外国人材の受入れが開始さ
れたが、就労目的での来日を希望する外国人に
対する日本語教育という新たなニーズに対して
も取組を行っている。

日本は、国連教育科学文化機関（UNESCO：
ユネスコ）などと協力し、世界の有形・無形の
文化遺産や自然遺産の保護支援にも熱心に取り
組んでいる。また、世界遺産条約や無形文化遺
産保護条約などを通じ、国際的な遺産保護の枠
組みの推進にも積極的に参加している。

新型コロナ流行下においてもオンラインなど
の工夫を凝らしてこれら文化・スポーツ外交を
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推進し、日本の魅力を海外に発信することに
よって、将来の訪日観光客の増加にもつなげて
いく。

（2）文化事業
各国・地域における世論形成や政策決定の基

盤となる国民一人一人の対日理解を促進し、日
本のイメージを一層肯定的なものとすること
は、国際社会で日本の外交政策を円滑に実施し
ていく上で重要である。この認識の下、外務省
は、在外公館や国際交流基金を通じて多面的な
日本の魅力の発信に努めている。在外公館で
は、管轄地域での対日理解の促進や親日層の形
成を目的とした外交活動の一環として、多様な
文化事業を行っている。例えば、茶道・華道・
折り紙などのワークショップ、日本映画上映
会、邦楽公演、武道デモンストレーション、伝
統工芸品や日本の写真などの展示会、アニメ・
マンガなどのポップカルチャーや日本の食文化
などの生活文化も積極的に紹介し、また、日本
語スピーチコンテストや作文コンテストなどを
企画・実施している。

2022年は、1月から2月にかけて中南米地
域のスペイン語圏に所在する9つの日本国大使
館など（在アルゼンチン大使館、在ペルー大使
館、在ドミニカ共和国大使館、在コロンビア大
使館、在エクアドル大使館、在グアテマラ大使
館、在パラグアイ大使館、在レオン総領事館及
び在サンタクルス領事事務所）が連携し、地域
横断型のオンライン文化事業として「書道レク
チャー＆デモンストレーション」を実施した。
書道家から日本の書道具や書体について解説
し、参加者の作品に講評を行うなどして、オン
ライン上で双方向コミュニケーションをとりな
がら日本の書への理解を深める機会を提供し、
アジア、ヨーロッパ及びアフリカを含む計29
か国からの参加があった。

また、外交上の節目となる年には、時機を捉
えた対日理解の促進を目指して、政府関係機関
や民間団体が連携して大規模かつ総合的な記念

行事を集中的に実施し、活発な交流を行ってい
る。2022年は、中国（9月）、中央アジア（キ
ルギス（9月）、タジキスタン（10月）、トルク
メニスタン（11月））、バングラデシュ（10月）、
モンゴル（11月）、アラブ首長国連邦（12月）
で周年を記念した大型の文化事業を実施した。

国際交流基金では、外務省・在外公館との連
携の下、日本の文化や芸術を様々な形で世界各
地に発信する文化芸術交流事業、日本語教育、
日本研究・国際対話の推進及び支援などを行っ
ている。日中国交正常化50周年記念事業とし
て日本現代建築展を深圳

せん
で開催したほか、日・

イスラエル外交関係樹立70周年を記念して
「日本祭り開催支援」事業をエルサレム及びテ
ルアビブで開催するなど、新型コロナの流行下
による各種制約を抱えつつも、現地開催の事業
を世界各地で実施した。

また、国際交流基金の欧州最大規模の文化発
信拠点であるパリ日本文化会館では、『男はつ
らいよ』全50作品を1年間連続上映し、上映

「書で中南米スペイン語圏をつなぐ」（1月から2月、中南米）

国際交流基金 日本祭り開催支援事業（イスラエル・フェスティバルに東
北の鹿

しし
踊りが参加）（9月、イスラエル・エルサレム　写真提供：国際交

流基金）
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会場で各作品の舞台となった日本の各地域の観
光パンフレット（日本政府観光局（JNTO）作
成）を観客に配布したほか、同会館の活動が持
続可能（サスティナブル）な社会の構築に貢献
するよう、江戸時代の持続可能な開発目標

（SDGs）に焦点を当てた「いきもの：江戸東
京 動物たちとの暮らし」展の開催やインター
ネット配信番組「渋沢栄一とSDGs」を配信す
るなど、総合的な日本文化の発信に努めた。

さらに、国際交流基金ではこれらと並行し
て、日本の舞台芸術作品や日本各地の個性的な
美 術 館 な ど を 全 世 界 に 紹 介 す る「STAGE 
BEYOND BORDERS」や「美術館への誘い」
といった多言語による動画配信を拡充し、オン
ラインの特性をいかした事業展開も引き続き積
極的に推進した。

また、2013年12月に安倍総理大臣が発表
した「文化のWA（和・環・輪）プロジェク
ト」（306ページ、コラム参照）の下、ASEAN
諸国を中心とするアジアを対象に、日本語パー

トナーズ派遣事業及び芸術・文化の双方向交流
事業を実施している。2022年は、日本語パー
トナーズ223人を9か国・地域に派遣した。こ
のほか、3年目を迎えた東京国際映画祭との連
携事業である「交流ラウンジ」により、アジア
を始めとした世界各国・地域から集う映画人と
第一線で活躍する日本の映画人が東京で語り合
う場を提供した。

日本国際漫画賞は、海外への漫画文化の普及
と漫画を通じた国際文化交流に貢献する漫画家
を顕彰することを目的として2007年に外務省
が創設した。第16回となる2022年は、77の
国・地域から過去最多となる503作品の応募
があり、韓国の作品が最優秀賞に輝いた。ま
た、今回はコソボ、スリランカ及びモザンビー
クの3か国から初めて応募があった。

（3）人物交流や教育・スポーツ分野での交流
外務省では、諸外国において世論形成・政策

決定に大きな影響力を有する要人、各界で一定

日中恐竜交流（7月30日、中国・北京）

日・バングラデシュ外交関係樹立50周年記念和楽器コンサート 
（10月15日、バングラデシュ・ダッカ）

「Un an avec Tora san　寅さんとの一年」開催中のパリ日本文化会館
（写真提供：国際交流基金、（c）パリ日本文化会館／（c）松竹）

授業をサポートする日本語パートナーズ 
（9月、タイ・プラーチーンブリー　写真提供：国際交流基金）
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の指導的立場に就くことが期待される外国人な
どを日本に招き、人脈形成や対日理解促進を図
る各種の招へい事業を実施している。また、教
育やスポーツなどの分野でも、幅広い層での人
的交流促進のために様々な取組を行っている。
これらの事業は、相互理解や友好関係を増進さ
せるだけではなく、国際社会での日本の存在感
を高め、ひいては外交上の日本の国益増進の面
でも大きな意義がある。

ア	留学生交流関連
外務省は、在外公館を通じ日本への留学の魅

力や機会を積極的に広報し、国費外国人留学生
受入れのための募集・選考業務、各国の「帰国
留学生会」などを通じた元留学生との関係維持
や親日派・知日派の育成に努めている。3月、
前年に続き第2回目となる帰国留学生総会をオ
ンラインで開催し、50か国からの参加を得た。
同総会においては、各国の帰国留学生会のベス
トプラクティスや今後の課題についての発表が
行われるとともに、懇親会を通じて各国帰国留
学生間のネットワークの強化が図られた（307
ページ　コラム参照）。

5月には、日米豪印4か国首脳の出席の下、
総理官邸において「日米豪印フェローシップ」
創設記念行事が開催された。同フェローシップ
は、2021年9月の第2回首脳会合において教
育及び人的交流に係る協力として発表され、日
米豪印のSTEM分野（科学、技術、工学及び

数学）の優れた人材に対して米国留学のための
奨学金を授与するものであり、12月に第1期
の採用者100人（各国25人）が発表された。

また、2022年は、日米の留学プログラムで
ある日米フルブライト交流計画の70周年であ
り、7月に記念式典が開催された。これまでに
同計画を通じて、約6,600人の日本人が米国に
派遣され、日本では約2,900人の米国人を受け
入れた。

イ	JETプログラム
外国語教育の充実と地域の国際交流の推進を

図る目的で1987年に開始された「JETプログ
ラム」は、総務省、外務省、文部科学省及び一
般財団法人自治体国際化協会の運営協力の下、
地方自治体などが外国青年を自治体や学校で任
用するものであり、外務省は、在外公館におけ

 ■ 各地域の帰国留学生組織及び会員数

ヨーロッパ
32か国、37組織
4,988人（約4％）

中東
8か国、10組織
1,405人（約1％）

アジア
20か国、99組織
86,832人（約77％）

北米
2か国、5組織
250人（約0.2％）

中南米
19か国、27組織
7,937人（約7％）

大洋州
9か国、14組織
1,827人（約2％）

アフリカ
30か国、34組織
8,475人（約8％）

全世界合計：120か国、226組織、11万1,714人
（2023年1月時点）

 ■ �元JET参加者の会（JET Alumni Association）
支部数及び会員数

ヨーロッパ
4か国　8支部
3,111人

アフリカ
1か国　1支部
851人

大洋州
2か国　8支部
3,227人

アジア
6か国　7支部
1,652人

中南米
3か国　3支部
291人

北米
2か国　27支部
16,002人

（2022年12月末時点）

セントトマス大学（米国・ヒューストン）キャリアフェアにおけるJET説明
会の様子（9月、米国・ヒューストン）
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「文化のWA（和・環・輪）プロジェクト―知り合うアジア―」を
通じて培われた共感の輪

いまから遡ること10年前、日・ASEAN友好協力40周
年に当たる2013年12月に東京で開催された日・ASEAN
特別首脳会議において、安倍総理大臣により、新しいアジ
ア文化交流政策「文化のWA（和・環・輪）プロジェクト
―知り合うアジア―」が発表されました。これを受け、同
プロジェクトの実施を担うこととなった独立行政法人国際
交流基金は、2020年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会の開催年までを目

め ど
処に、ASEANを中心とするア

ジアを対象に、各国のアイデンティティを尊重しながら、
多様性の中の調和と融合をモットーとし、対等の立場で双
方向の取組を重視する新たな「芸術・文化交流」と「日本
語学習支援」を集中的に実施しました。
「芸術・文化交流」では、美術、映像、音楽・ダンス、
舞台芸術、スポーツ、知的交流・市民交流などの様々な分
野で、アジアと日本をつなぐ事業を行いました。例えば、
サッカー事業では、指導者・審判員などの派遣・招へいに
よる交流を重ね、事業終盤には、ASEAN10か国に東ティ
モールを含めた各国選手の選抜チーム「ASIAN ELEVEN」
を結成、日本の「U-18東北選抜チーム」との親善試合を
福島県のJヴィレッジで開催するなどの機会を通じて、「ア
ジアのサッカー」のレベル向上とサッカーを通じた域内の
相互理解と交流に取り組みました。こうした中、
ASEAN10か国は、2034年のFIFAワールドカップ共同開
催への立候補を表明するなど、進境著しいASEANサッ
カー界の動向は世界の注目を集めています。
「日本語学習支援」では、ASEANを中心とするアジアの
各国・地域に対し、現地日本語教師のアシスタントとなる
「日本語パートナーズ」を、これまでに約2,600人、各国・地域の中学校や高校などを中心に派遣して
きました。「日本語パートナーズ」は、現地での日本語の授業や日本文化紹介の活動を通じて、自らも
現地の言語や文化、社会についての学びを深め、日本帰国後は、アジアを知る人材として、国内各地に
おける多文化共生・異文化理解の推進に貢献しています。
「文化のWA」プロジェクトは、これまでに日本とアジアの約731万人の交流をもたらし、人々の共
感の輪を広げてきました。ASEAN各国首脳などからは、プロジェクト継続に対する期待が表明されて
いるほか、2020年10月、菅義偉総理大臣は、就任後初の外遊先としてベトナムとインドネシアを訪
れた際、ベトナムの日越大学でのスピーチにおいて、「日本ASEAN友好協力50周年の機会に、『文化
のWA』プロジェクトの後継となる魅力ある文化交流事業を打ち出していきたい」と表明しています。
日本ASEAN友好協力50周年の歴史的節目に当たる2023年は、将来を見据えて日本とASEANとの交
流強化に向けた新たな取組を開始するまたとない好機であり、「文化のWA」を通じて培われた共感の
輪を、次世代へとつないでいくことが期待されます。

コラム

サッカー国際親善試合「JapaFunCup」（2019年6月、
福島県　©JFA　写真提供：国際交流基金）

派遣先校で折り鶴を紹介する日本語パートナーズ
（9月、タイ　写真提供：国際交流基金）

派遣先校の教師や生徒と歓談する日本語パートナーズ
（9月、タイ　写真提供：国際交流基金）
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帰国留学生会が広げる日本の輪
メキシコ元国費留学生の会（AMEJ） 副会長兼広報担当　ベロニカ・エリ・タマガワ・コジマ

日本で芸術工学の博士号を取得し、メキシコに帰国して数年後に、日系企業の就活イベントに参加し
ました。数年前はメキシコで見かけなかった企業が多数参加していてビックリしました。また、日本文
化に関心を持つ人が大幅に増えたことに気付きましたが、その関心は特に若者を中心としており、商業
製品やレストラン業界、語学学校、映画、演劇、音楽、芸術にまで及んでいました。
このように、メキシコにおける「日本」に大きな変化を感じていた中、2018年の「日本・メキシコ

外交関係樹立130周年記念」のイベントのSNS告知に目をひかれました。そのイベントがメキシコ元
国費留学生の会（AMEJ）主催であったことがきっかけとなり、この会に入会しました。
元日本留学生が帰国留学生会（元日本留学生の同窓会組織）を持つことを重視する日本政府のイニシ

アティブの下、現在、世界120か国に226の帰国留学生会があり、計11万人の会員が活動しています。
AMEJの会員数は556人、首都メキシコシティーの本部と六つの地方支部を通じて、日本の国土の5倍
以上もあるメキシコ全土をその活動範囲としています。会員の中には、日本語・日本文化の他に様々な
専門分野を学んだメキシコ人がいます。
AMEJは、設立から28年を迎え、日本で学ぶという素晴

らしい機会を得た高度人材が集まる同窓会ネットワークと
して機能しつつ、同時に対外活動として、在メキシコ日本
国大使館と連携して行う留学広報や留学前オリエンテー
ション、日本関連のセミナーや文化イベントの開催、日本
とメキシコの企業関係者、研究者、元留学生などを集めた
ネットワーキングイベント、メキシコに留学する日本人学
生のサポートなどを行ってきました。これらに加え、昨今、メキシコに進出する日系企業が約1,300社
に及ぶなど、経済での結び付きが強まっていることを踏まえ、冒頭で述べた就活イベントなど、メキシ
コ日本商工会議所と連携した経済関連イベントにも協力しています。
2022年には、日系企業が多く所在する中部バヒオ地域にある在レオン日本国総領事館が開催する対

面イベントへの参加や、日本側の元メキシコ留学生の組織である日
にち
墨
ぼく
交流会との連携に加え、中南米諸

国の帰国留学生会とオンラインで意見交換するなど、国の枠を越えた協力強化にも取り組みました。ま
た、2022年は、メキシコにおいて新型コロナウイルス感染症をめぐる状況が落ち着いたこともあり、

友愛を深めることを目的としたAMEJの活動趣旨に基づき、
日本食レストランで和食に舌鼓を打ちながら、日本での思
い出話をするなど、対面での会議や懇親会を再開できまし
た。さらに、3月には50か国の元日本留学生が参加した第
2回帰国留学生総会において、メキシコでの活動の工夫と
課題について発表し、他の国々の元日本留学生との親交を深
めつつ、横のつながりを強化することができました。

コラム

地方都市での留学広報

第2回帰国留学生総会でプレゼンを行う筆者
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る募集・選考や渡日前オリエンテーション、18
か国に存在する元JET参加者の会（JETAA、
会員数約2万5,000人）の活動を支援している。
2022年度は水際措置の緩和などにより50か国
から2,038人の新規参加者を含む5,723人の参
加者が全国に配置され、2022年12月末時点の
累計参加者は約7万5,000人に上る。JETAAは
各国で日本を紹介する活動を行っており、数多
くのJET経験者が親日派・知日派として各国の
様々な分野で活躍するなど、JET参加者は日本
にとって貴重な人的・外交的資産となっている。

ウ	スポーツ交流
スポーツは言語を超えたコミュニケーション

を可能とし、友好親善や対日理解の増進の有効
な手段となる。これまで、2020年東京大会の

開催に向けて、日本政府は、スポーツを通じた
国際貢献策「Sport for Tomorrow（SFT）」
を実施してきた。2020年東京大会のレガシー
を継承するため、2022年度からはSFTの後継
事業を実施しており、外務省は、「スポーツ外
交推進事業」により器材輸送支援などのスポー
ツ交流を実施し、二国間関係の発展にも貢献し
ている。この事業は、スポーツを活用した外交
を推進し、親日派・知日派を育成することで、
国際相互理解の増進及び国際平和に寄与してお
り、国際場裡における日本の地位向上にもつな
がっている。

エ	対日理解促進交流プログラム
日本とアジア大洋州、北米、欧州、中南米の

各国・地域との間で、二国間又は地域間関係を

ボランティア団体である私たちの課題は財政的な持続可
能性に加え、運営とメンバーそれぞれの仕事との両立、予
算や時間の制約がある中でもメンバーの関心と絆

きずな
を深める

こと、また、最も重要なこととして、将来の世代にAMEJ
の活動への情熱とコミットメントを持ち続けてもらうこと
が挙げられます。これらを重視して今後も活動を続けてい
きたいと思います。
元日本留学生は多様な専門性を持ち、学術、経済、人道

支援など様々な分野で活躍する人材の宝庫です。私たち元
日本留学生や帰国留学生会のエネルギーの源は、日本で得
た知識、育んだ友情といった留学の経験です。ここまで、
世界中にある帰国留学生会の一例として、メキシコでの
様々な活動に触れてきましたが、その活動の根底にあるの
は、人としての考え方に大きな影響を与えてくれた日本と
母国の社会に尽くしたいという熱い想いです。
是非、日本の皆さんにも、世界各地に元日本留学生や帰

国留学生会という日本のサポーターがいることを知ってほ
しいです。そして、太平洋を挟んだ日本の隣国であるメキシコから、少しでもこうした想

おも
いが届くこと

を願っています。日本や世界のために一緒にできることがあれば協力していきたい、そんな想いを込め
てこのコラムを執筆しました。

メキシコシティーでのネットワーキングイベント

地方都市での日本関連書籍の紹介
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発展させ日本の外交基盤を拡充することを念頭
に、当プログラムは諸外国・地域の青年に対
し、招へい・派遣、オンライン交流を通じて多
角的に人的交流の機会を提供し、対日理解の促
進を図り、未来の親日派・知日派の発掘及び育
成に努めている。新型コロナ流行下においてオ
ンラインにより継続していた交流事業は2022
年、日本の水際対策の緩和に伴い、ようやく対
面による招へい・派遣を再開した。また、本プ
ログラムにおいて過去訪日経験のある青年を対
象に、日本への造詣を更に深めるためのオンラ
イン訪日交流プログラムなどを新たに開始し、
政治、経済、社会、文化、歴史及び外交政策な
どの様々な分野において、日本の専門家による
講義の聴講、各分野の視察、日本人との意見交
換や文化交流を行った。プログラムの参加者は
日本への関心を高め、日本人とのネットワーク
を構築し、その裾野を広げた。さらに、諸外
国・地域の青年がプログラムの学びや訪問地の
体験をSNSや所属先での報告会において発信
することで、国際社会における日本の理解促進
及びイメージ向上に貢献している。

（4）知的分野の交流
ア	日本研究

国際交流基金は、海外における日本の政治、
経済、社会、文化などに関する様々な研究活動
を複合的に支援している。2022年は、国際交
流基金の日本研究フェローシップ事業で、210
人の研究者に訪日の機会を提供した。

また、2022年は、25か国・地域の45か所
の日本研究機関に対し、日本関係図書の拡充、
研究助成、オンラインなどを含むセミナー・シ
ンポジウムの開催支援などを行ったほか、各
国・地域の日本研究者や研究機関のネットワー
ク構築を促進するため、学会活動への支援など
も行った。3月には、国際交流基金設立50周
年記念事業の一環として、アジア研究協会

（AAS）年次大会において、「日本研究の発展
に向けた今後の人材育成のあり方」を主なテー

マとした特別パネルセッションを対面・オンラ
インによるハイブリッド形式で実施し、約
1,500人が参加した。

イ	国際対話
外務省は、国際交流基金を通じ、国際対話事

業も実施している。具体的には、共通の国際的
課題をテーマとしたセミナー・シンポジウムなど
を支援・共催し、作家などの派遣・招へいを通
じた交流に取り組んだほか、米国の草の根レベ
ルで日本の関心と理解を深めるため、日米草の
根交流コーディネーター派遣（JOI）事業を実施
するなど、様々なレベルでの対話の促進と人材
育成、人的ネットワークの形成に資する交流事
業を企画・支援した。10月には、「朝日地球会
議2022」（朝日新聞社主催）において、国際交
流基金は「テクノロジーと社会―未来をどうつ
くる」と題し、アンドロイド研究の第一人者で
ある石黒浩氏（大阪大学教授）と、世界的ベス
トセラー『サピエンス全史』などの著者で歴史
学者のユヴァル・ノア・ハラリ氏（ヘブライ大
学教授）の対談を特別共催事業として実施した。

ウ	日米文化教育交流会議（CULCON：カルコン）
日米の官民の有識者が文化・教育交流・知的

対話について議論するカルコンでは、10月に
シーラ・スミス米国側委員長を始めとする米国

カルコン・シンポジウム2022には王貞治氏も登壇 
（10月、九州国立博物館　写真提供：国際交流基金）
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側委員が来日し、九州国立博物館において日米
相互理解をテーマにしたシンポジウムを開催し
た。

エ	国際連合大学（UNU）との協力
UNUは日本に本部を置く唯一の国連機関で

あり、地球規模課題の研究及び人材育成を通じ
て国際社会に貢献しており、日本は様々な協力
と支援を行ってきている。5月には白波瀬佐和
子国際連合大学上級副学長・国際連合事務次長
補によるBIG IDEAS対話シリーズを開始し、
SDGsに関する議論の促進に貢献しているほか、
マローン学長による国連大学対談シリーズの対
面での実施を9月に再開するなど、世界的に活
躍する人材の育成という観点でUNUは重要な
役割を果たしている。7月には、ヨハネスブル
グ大学の副学長を務めるチリツィ・マルワラ氏
が2023年3月から次期学長に就任することが
発表された。また、大学院プログラムとして修
士課程及び博士課程を開設しており、グローバ
ルな人材育成プログラムの質の向上にも努めて
いる。

（5）日本語普及
日本経済のグローバル化に伴う日本企業の海

外進出の増加や日本のポップカルチャーの世界
的な浸透などにより、若者を中心に外国人の日
本語への関心が増大している。海外において日
本語の普及を一層進めることは、日本の国民や
企業にとって望ましい国際環境づくりにつなが
るものである。国際交流基金が2021年度に
行った調査では、141の国・地域で約379万
人が日本語を学習していることが確認された。
また、同基金が実施する日本語能力試験は、
2019年の受験応募者数（国内実施分を含む。）
は過去最多の約137万人となったが、2020年
以降は新型コロナの感染拡大に伴い部分的な実
施となり応募者数は減少したものの、2022年
の受験応募者数は約93万人にまで回復した。
一方、これらの多くの国・地域では、多様化す

る日本語学習への関心・ニーズに応える上で日
本語教育人材の不足が大きな課題となってい
る。

外務省は、国際交流基金を通じて海外の日本
語教育現場での多様なニーズに対応している。
具体的には、日本語専門家の海外派遣、海外の
日本語教師や外交官、公務員を対象とした研
修、インドネシア及びフィリピンとの経済連携
協定（EPA）に基づく看護師・介護福祉士候
補者への訪日前日本語予備教育、各国・地域の
教育機関などに対する日本語教育導入などの働
きかけや日本語教育活動の支援、日本語教材開
発、eラーニングの運営、外国語教育の国際標
準に即した「JF（国際交流基金）日本語教育ス
タンダード」の普及活動などを行っている。

また、日本における少子高齢化を背景とした
労働力不足への対応として、2019年4月から
新たな在留資格「特定技能」による外国人材の
受入れが開始され、「外国人材の受入・共生の
ための総合的対応策」（2018年12月25日「外
国人材の受入・共生に関する関係閣僚会議決
定」）に基づき、来日する外国人の日本語能力
を測定する「国際交流基金日本語基礎テスト」

（JFT-Basic）の実施（2022年末までに、海外
10か国及び日本国内において、累計受験者数
は約8.1万人）や、その日本語能力を効果的に
習得することを目的とした教材・カリキュラム
の開発・普及、就労希望者に日本語教育を行う
現地日本語教師の育成などの新しい取組を行っ
ている。

（6）文化無償資金協力
開発途上国での文化・スポーツ・高等教育振

興、及び文化遺産保全に使用される資機材の購
入や施設の整備を支援し、日本と開発途上国の
相互理解や友好親善を深めるため、政府開発援
助（ODA）の一環として文化無償資金協力を
実施している。2022年は、一般文化無償資金
協力5件（総額約5億350万円）、草の根文化
無償資金協力23件（総額約1億9,740万円）
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を実施した。2022年は、一般文化無償資金協
力では博物館における文化財の展示、修復及び
保存のための機材の整備を、草の根文化無償資
金協力では武道を中心とするスポーツ振興と日
本語普及分野での協力を重点的に実施した。

（7）国連教育科学文化機関（UNESCO：ユネ
スコ）を通じた協力

ユネスコは1951年に日本が戦後初めて加盟
した国際機関である。日本は、教育、科学、文
化などの分野におけるユネスコの様々な取組に
積極的に参加し、1952年以降、日本は継続し
てユネスコ執行委員会委員国を務め、2021年
11月に実施された同委員会委員国選挙でも再
選された。また、日本はユネスコと協力して、
開発途上国に対する教育、科学、文化面などの
支援を行っている。

文化面では、世界の有形・無形の文化遺産の
保護・振興及び人材育成分野での支援を柱とし
て協力している。また、文化遺産保護のための
国際的枠組みにも積極的に参画している。
1994年から継続するアンコールワット遺跡

（カンボジア）修復保全支援事業、2003年か
ら継続するバーミヤン遺跡（アフガニスタン）
修復保全支援事業がその代表的な事例である。
こうした事業においては、日本人の専門家が中
心となって、現地の人々が将来は自らの手で遺
跡を守ることができるよう人材育成を行った。
また、遺跡の保全管理計画の策定や、保存修復
への支援を行ってきた。また近年、アフリカ諸
国や小島嶼

しょ
開発途上国に対しても、文化遺産保

護と持続可能な開発の両立のための人材育成へ
の支援を実施している。無形文化遺産保護につ
いても、開発途上国における音楽・舞踊などの
伝統芸能、伝統工芸などを次世代に継承するた
めの事業、各国が自ら無形文化遺産を保護する
能力を高めるための国内制度整備や関係者の能
力強化事業に対し、支援を実施している。

また、教育分野では、9月13日、日本は「高
等教育の資格の承認に関する世界規約」の受諾

書をユネスコ事務局長に寄託した。この規約
は、高等教育の資格を承認し、又は評定するた
めの原則、基準及び権利義務関係を定め、高等
教育機関などに関する情報の共有などについて
規定するものである。この規約の締結により、
外国人留学生の日本への誘致及び日本人学生の
海外留学の促進に貢献することが期待される。

なお、アズレー・ユネスコ事務局長は、ユネ
スコの非政治化のための改革及び組織改革を含
むユネスコ強化に向けた「戦略的変革」を推進
してきており、日本は一貫して同事務局長を支
持してきた。今後も引き続き、同事務局長の
リーダーシップの下で推進されるユネスコの活
動に積極的に貢献していく。2023年1月には、
フランスを訪問中の岸田総理大臣が、アズレー
事務局長による表敬を受けた。岸田総理大臣か
ら、日本は、教育、文化、科学の分野でユネス
コが果たす役割を重視しており、長年にわたり
積極的に貢献してきていると述べた上で、今後
一層、日本とユネスコの関係を強化していきた
いと述べた。これに対し、アズレー事務局長か
ら、日本からの財政的支援などへの感謝ととも
に、ウクライナ支援を始め日本との協力を一層
強化したいと述べた。また、双方は、世界遺産
委員会への対応に関しても協力していくことで
一致した。

アズレー・ユネスコ事務局長による表敬を受ける岸田総理大臣 
（2023年1月9日　フランス・パリ　写真提供：内閣広報室）
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ア	世界遺産条約
世界遺産条約は、文化遺産や自然遺産を人類

全体の遺産として国際的に保護することを目的
としており、日本は1992年にこの条約を締結
した（2022年12月時点、締約国数は194か
国）。この条約に基づく「世界遺産一覧表」に
記載されたものが、いわゆる「世界遺産」であ
る。建造物や遺跡などの「文化遺産」、自然地
域などの「自然遺産」、文化と自然の両方の要
素を持つ「複合遺産」に分類され、2022年12
月時点、世界遺産一覧表には日本の文化遺産
20件、自然遺産5件の計25件を含む、世界全
体で1,154件が記載されている。6月にロシア
を議長として同国カザンで開催が予定されてい
た第45回世界遺産委員会は、ロシアによるウ
クライナ侵略を受け延期となった。

また、「明治日本の産業革命遺産」について
は、2021年の世界遺産委員会で採択された決
議に基づき、「保全状況報告書」を11月にユネ
スコ事務局に提出した。引き続き、関連決議に
誠実に対応していく。

2月に世界文化遺産として推薦した「佐
さ ど
渡島

の金山」については、2023年1月にユネスコ
事務局に推薦書（正式版）を改めて提出した。
関係国との間で丁寧な議論を今後も行いつつ、
その登録に向け引き続き取り組んでいく。

イ	無形文化遺産保護条約
無形文化遺産保護条約は、伝統芸能や伝統工

芸技術などの無形文化遺産について、国際的保
護の体制を整えるものである（2022年12月
時点、締約国数は180か国）。国内の無形文化
財保護において豊富な経験を持つ日本は、この
条約の運用制度改善を議論する政府間ワーキン
ググループ会合の議長を務め、開発途上国から

の要望を取りまとめるなど議論を牽
けん

引した。
11月、同条約に基づき作成されている「人類
の無形文化遺産の代表的な一覧表」に、日本か
ら「風

ふりゅう
流踊

おどり
」が記載されることが決定した。現

在、2024年の新規記載に向け、「伝統的酒造
り」の提案書をユネスコに提出している。

ウ	ユネスコ「世界の記憶」事業
ユネスコ「世界の記憶」事業は、貴重な歴史

的資料などの保護とアクセス、関心の向上を目
的に1992年に創設された。このうち、国際登
録事業においては、2022年12月時点、429件
が登録されている。

従来の制度では、加盟国が登録の検討に関与
できる仕組みとなっておらず、また登録申請案
件について、関係国間での見解の相違が明らか
であるにもかかわらず、一方の国の主張のみに
基づき申請・登録がなされ政治的対立を生むこ
とは、ユネスコの設立趣旨である加盟国間の友
好と相互理解の推進に反するものとなることか
ら、2017年以降新規申請を凍結した上で同事
業の包括的な制度改善を日本が主導した。その
結果、2021年4月のユネスコ執行委員会で新
しい制度が承認された。新制度では、登録申請
は加盟国政府を通じて提出することとなったほ
か、当事国からの異議申立て制度を新設し、加
盟国間で対立する案件については当事国間で対
話を行い帰結するまで登録を進めないことと
なった。制度改善が完了したことを受け、同年
7月に新規の申請募集が再開された。日本から
は同年11月、「浄土宗大本山増上寺三大蔵」（申
請者：浄土宗、大本山増上寺）と「智証大師円
珍関係文書典籍― 日本・中国の文化交流史―」

（申請者：園城寺、東京国立博物館）の2件の
申請書をユネスコに提出した。
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